
議案第７４号 

川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

 川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

平成２７年 ２ 月１９日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例 

川崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成２４年川崎市条例第８１号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第５項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第６項とし、同

条第４項の次に次の１項を加える。 

５ 第２項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、

かつ、サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置して

いる指定訪問介護事業所において、サービス提供責任者が行う業務が効率的

に行われている場合にあっては、当該指定訪問介護事業所に置くべきサービ

ス提供責任者の員数は、利用者の数が５０人又はその端数を増すごとに１人

以上とすることができる。 

 第１４条中「平成２５年川崎市条例第６０号」の次に「。以下「指定居宅介

護支援等基準条例」という。」を加える。 



 第６４条中「維持回復」の次に「及び生活機能の維持又は向上」を加える。 

 第６５条第５項中「第１９３条第１項」を「第１９３条第１０項」に、「指

定複合型サービス（指定地域密着型サービス基準条例第１９２条に規定する指

定複合型サービス」を「指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サ

ービス基準条例第１９２条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護」に改

める。 

 第８０条中「できるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目指し」を加

える。 

 第８５条に次の１号を加える。 

⑸ 指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議（次条

第１項に規定する訪問リハビリテーション計画又は第１４１条第１項に規

定する通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及びその家族

の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介

護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付けられた指定居宅サービ

ス等の担当者その他の関係者（以下「構成員」という。）により構成され

る会議をいう。以下同じ。）の開催により、リハビリテーションに関する

専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有するよう努

め、利用者に対し、適切なサービスを提供するものとする。 

 第８６条に次の１項を加える。 

５ 指定訪問リハビリテーション事業者が指定通所リハビリテーション事業者

（第１３７条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業者をいう。）

の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、利

用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境に関する情報を構

成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションの目標

並びに当該目標を踏まえたリハビリテーションの提供内容について整合性の



とれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合については、第１４１条

第１項から第４項までに規定する運営に関する基準を満たすことをもって、

前各項に規定する基準を満たしているものとみなす。 

第９９条中「できるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目指し」を加

える。 

第１０２条第４項中「前３項」を「第１項から第３項まで」に改め、同項を

同条第５項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（指定通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、 

夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、

当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出るものと

する。 

 第１１１条の次に次の１条を加える。 

（事故発生時の対応） 

第１１１条の２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供

により事故が発生した場合は、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介

護支援事業者、関係する市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついて記録しなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定通所介護事業者は、第１０２条第４項の指定通所介護以外のサービス

の提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要

な措置を講じなければならない。 

 第１１２条第２項第６号中「次条において準用する第４０条第２項」を「前



条第２項」に改める。 

 第１１３条中「第４１条まで」を「第３９条まで、第４１条」に改める。 

 第１１５条第１項中「できるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目指

し」を加える。 

 第１１９条に次の１項を加える。 

４ 前項ただし書の場合（指定療養通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利

用し、夜間及び深夜に指定療養通所介護以外のサービスを提供する場合に限

る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届

け出るものとする。 

 第１３０条第２項第７号中「第４０条第２項」を「第１１１条の２第２項」

に改める。 

 第１３１条中「第４１条まで」を「第３９条まで、第４１条」に、「第１１

１条」を「第１１１条の２」に、「を「療養通所介護従業者」を「とあるのは

「療養通所介護従業者」と、第１１１条の２第４項中「第１０２条第４項」と

あるのは「第１１９条第４項」に改める。 

 第１３５条中「から第４１条まで」を「、第４１条」に改める。 

 第１３６条中「できるよう」の次に「生活機能の維持又は向上を目指し」を

加える。 

 第１４０条に次の１号を加える。 

⑹ 指定通所リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議の開催

により、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に

関する情報を構成員と共有するよう努め、利用者に対し、適切なサービス

を提供するものとする。 

 第１４１条に次の１項を加える。 

６ 指定通所リハビリテーション事業者が指定訪問リハビリテーション事業者



の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議（医師が参加した場合

に限る。）の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置

かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及

び通所リハビリテーションの目標並びに当該目標を踏まえたリハビリテーシ

ョンの提供内容について整合性のとれた通所リハビリテーション計画を作成

した場合については、第８６条第１項から第４項までに規定する運営に関す

る基準を満たすことをもって、第１項から第４項までに規定する基準を満た

しているものとみなす。 

 第１６５条に次の１項を加える。 

２ 利用者の状況又は利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所

（指定居宅介護支援等基準条例第５条第１項に規定する指定居宅介護支援事

業所をいう。）の介護支援専門員が、緊急に指定短期入所生活介護を受ける

ことが必要と認めた者に対し、居宅サービス計画において位置付けられてい

ない指定短期入所生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利

用者の処遇に支障がないときは、前項の規定にかかわらず、前項各号に掲げ

る利用者の数を超えて、静養室において指定短期入所生活介護を行うことが

できる。 

 第１８２条中「若しくは」を「、」に改め、「指定認知症対応型通所介護事

業所をいう。）」の次に「若しくは指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定

地域密着型サービス基準条例第８３条第１項に規定する指定小規模多機能型居

宅介護事業所をいう。）」を加える。 

 第１８８条中「「看護職員」と」の次に「、第１６５条第２項中「静養室」

とあるのは「静養室等」と」を加える。 

 第２１７条第３項を削る。 

 第２１８条第２項第２号ア中「、利用者」の次に「の数」を加え、「のうち



要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令

（平成１１年厚生省令第５８号）第２条第１項第２号に規定する要支援状態区

分に該当する者の数」を「の数に１０分の３を乗じて得た数の合計数」に改め、

「又はその端数を増すごとに１人並びに介護予防サービスの利用者のうち同項

第１号に規定する要支援状態区分に該当する者の数が１０人」を削る。 

 第２２３条を次のように改める。 

第２２３条 削除 

 第２３６条第２項第８号及び第２４７条第２項第１０号を削る。 

 第２４８条中「第２２２条」の次に「、第２２４条」を加える。 

 第２５８条の見出し中「確保」の次に「並びに福祉用具専門相談員の知識及

び技能の向上等」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 福祉用具専門相談員は、常に自己研さんに励み、指定福祉用具貸与の目的

を達成するために必要な知識及び技能の習得、維持及び向上に努めなければ

ならない。 

   附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 



参考資料 

制 定 要 旨 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に

伴い、指定通所介護事業者が指定通所介護事業所の設備を利用して夜間及び深

夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合にそのサービス内容を届け出

ることとすること、緊急に指定短期入所生活介護を受けることが必要と認めら

れた場合に利用定員を超えて指定短期入所生活介護を行えることとすること等

のため、この条例を制定するものである。 


